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建設工事等入札参加資格審査申請要領（令和７・８年度用） 

 

宇部市総務部契約監理課 

 

この要領は、令和７・８年度において宇部市（水道局を含む。）が発注する建設工事等の入札に

参加しようとする者が、資格審査を申請する場合の要領を示したものです。 

申請者は、内容を熟知し、申請に当たって間違いのないように注意してください。 

詳細な事項及び不明な点は、契約監理課に照会してください。 

 

１ 申請者の資格 

  以下の申請区分に応じた申請者の資格を有していること。 

申請区分 申請者の資格 

建設業 資格審査を申請しようとする建設工事（種別）において、建設業法

（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条第３項に

規定する建設業者で、同法第２７条の２３第１項に規定する経営に関

する客観的事項についての審査（経営事項審査）を受け、法第２７条

の２７の経営規模の評価の通知及び法第２７条の２９第１項に規定す

る総合評定値の通知を受けている者 

測量業 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１０条の３に規定する測量

業者 

建築関係建設コンサ

ルタント業務 

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定によ

る建築士事務所の登録を受けている者。ただし、建築設備（建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第３号に規定するものをい

う。）に係る設計又は工事監理に関する業務を営む者については、こ

の限りではない。 

土木関係建設コンサ

ルタント業務 

建設コンサルタントのうち土木に関する工事の設計、調査、企画等

の受託を業とする者（市外に主たる営業所を有する場合にあっては、

建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第

２条第１項の規定により登録を受けている者に限る。） 

地質調査業 地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条

第１項の規定により登録を受けている者 

補償コンサルタント

業務 

補償関係コンサルタント業務を営む者（法律の規定に基づき、営業

に関する登録が必要とされる場合にあっては、当該登録を受けている

者に限る。市外に主たる営業所を有する場合にあっては、補償コンサ

ルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）第２条第１

項の規定により登録を受けている者に限る。） 

 

２ 申請の区分 

Ａ 建設業 
同一企業がＡとＢを申

請する場合、別々に申

請 

Ｂ 測量業、建築関係建設コンサルタント業務、土木関係建設コン 

  サルタント業務、地質調査業及び補償コンサルタント業務（以 

  下「測量、建設コンサルタント等」という。） 
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３ 申請することができない者 

 (1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の４（同

令第１６７条の１１第１項において準用する場合も含む。）第１項各号のいずれかに該当す

る者 

 (2) 政令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者で、その事実があった

後３年を経過しない者又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人とし

て使用する者 

 (3) 納付すべき税の滞納がある者 

 (4) 次の(ｱ)から(ｳ)に掲げる届出の義務を履行していない者（届出の義務がない場合を除く。） 

(ｱ) 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務 

 (ｲ) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務 

 (ｳ) 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務 

  

なお、申請内容及び添付書類の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について 

記載をしなかった者は当該申請による認定はしません。また、認定を受けた後にこれらの事実が

判明した場合は、認定を取り消すことがあります。資格の取消しを受けた場合、その取消しの日

から２年を経過しない者については、資格認定を受けることができません。 

 

４ 申請受付期間 

定期 令和７年１月１５日から２月１４日まで 

追加 令和７年８月１５日から９月１４日まで 

   令和８年１月１５日から２月１４日まで 

   令和８年８月１５日から９月１４日まで 

        

申請は、原則、宇部市ウェブサイトの登録フォームにより受け付けます。提出期限日までに送

信されたものが有効です。 

パソコン環境等により、登録フォームによる提出が困難な場合または添付ができなかったファ

イルについては、該当ファイルのみをメール又は郵送により受け付けます。メールの場合は提出

期限日までの送信、郵送の場合は提出期限日までの消印のあるものが有効です。（メール送信時

には、必ず開封確認の要求機能を使用してください。郵送に当たっては、配達証明扱いとしてく

ださい。市から到達の受領証は発送しませんので、郵便局からの配達証明書を大切に保管してく

ださい。） 

 ※登録フォームでの申請は、送信後の確認・修正ができませんので、必要に応じて送信前にデー

タを保存しておいてください。 

※提出期限日の翌日以降の申請は一切受け付けませんので、十分注意してください。 

 

 【登録フォームの掲載場所】 

宇部市ウェブサイト〈http://www.city.ube.yamaguchi.jp/〉→ウェブ番号1023739を入力し 

表示をクリックしてください。添付書類の様式も掲載しています。 

 

 

 

 

 

http://www.city.ube.yamaguchi.jp/
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５ 問合せ先 

 宇部市総務部契約監理課  〒755-8601 山口県宇部市常盤町一丁目７番１号 

                TEL 0836-34-8183   FAX 0836-22-6057 

                e-mail：nyuusatsu@city.ube.yamaguchi.jp 

 

６ 添付書類の提出部数（郵送の場合のみ） 

１部 

 

７ 添付書類 

申請者は、次の(1)から(23)までの添付書類のうち、各申請に必要な書類を登録フォームで提

出しなければなりません（９ページの添付書類一覧表（以下「一覧表」といいます。）を参考に

してください。）。 

※様式を PDF データ化して、添付してください。（文書等の記載内容が容易に判別できる解像

度にしてください。） 

※添付ファイルの容量の上限は１０ＭＢとなっています。容量が規定値を超える場合はメール

で提出してください。（メール本文に、内容が分かるよう記載してください。） 

※なお、複数ファイルを添付する場合は、フォルダにまとめ、Zip ファイルとして圧縮した上

で送信してください。（パスワードは設定しないでください。） 

 

申請に必要な書類は一覧表のとおりです。 

記入に当たっては、この要領及び添付書類の様式ごとの記入要領等を参照して、明確に記入し

てください。また、様式については、前回申請時から変更していますので、必ず最新の様式をダ

ウンロードして使用してください。（最新の様式は、右下に「R7-8」と印字されています。） 

※添付ファイルのタイトルは、一覧表の番号と様式名（書類名）としてください。 

 例）01 許可（登録）証明書又は許可（登録）通知書の写し 

 

 (1) 許可（登録）証明書又は許可（登録）通知書の写し 

「申請者の資格」を有することが確認できる証明書等を添付してください。 

なお、許可（登録）の更新手続中の場合は、証明書又は通知書の写しと更新申請書（提出先

の受付印があるもの）の写しを添付してください。 

(2)総合評定値通知書の写し 

直近の審査基準日のもので申請日時点において有効（審査基準日から１年７か月以内）かつ

最新のものを添付してください。 

なお、添付する総合評定値通知書の「雇用保険」「健康保険」「厚生年金保険」の加入状況

が「未加入」であった後に、当該保険の加入状況が「加入」又は「適用除外」となった場合、

それぞれ当該事実を証明する書類（「健康保険・厚生年金保険資格取得確認および標準報酬決

定通知書」、「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」等）の写しを添付してください。 

(3) 使用印鑑届・委任状（カラーとする） 

様式第３号のとおりです。ただし、内容が同一であれば様式は問いません。 

 

本店契約の場合 

（使用印鑑届に相当） 

 

１にのみ必要事項を記入してください。 

使用印欄に、見積書や契約書に押印する印鑑（丸印（「代表取締役之印

や代表者之印等の個人を示すもの」））を押印してください。社印（い

わゆる角印）は使用印としては認められませんので御注意ください。 
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・物体による印章を用いて押印し、原寸大かつ照合に適する程度の解像度（600dpi 程度）で

様式をスキャンしPDFデータ化してください。 

・鮮明な印影となるよう、濃い朱肉を使用し、ずれたりすることのないように押印してくだ

さい。 

・１及び２の両方に記入押印した場合は無効となりますので、必ず１又は２のいずれか一方

に記入押印してください。 

・押印された印鑑は、入札、見積り、契約、引渡し及び代金の請求の専用印となります。 

代表者（受任者）であることが確認できる印鑑としてください。 

(4) 登記事項証明書又は誓約書 

法人にあっては履歴事項全部証明書（申請日前３か月以内に証明されたもの。写し可）、

個人にあっては誓約書（様式第４号。自宅住所を記入してください）を添付してください。 

 (5) 技術者経歴書 

様式第５号の１（建設業者）及び様式第５号の２（測量、建設コンサルタント等業者）のと

おりです。ただし、内容が同一であれば様式は問いません。 

(6) 建設業従事職員名簿 

様式第６号のとおりです。ただし、内容が同一であれば様式は問いません。 

名簿に記入する職員は、法人の場合は、非常勤を除く役員と雇用期間を限定することなく申

請日時点で常時雇用されている者をいい、個人の場合は、事業主と常時雇用されている者をい

います。 

宇部市外に主たる営業所を有する建設業者（以下「市外建設業者」といいます。）は添付す

る必要はありません。 

(7) 資本関係・人的関係に関する調書 

様式第７号のとおりです。 

資本関係（親会社、子会社の有無）及び人的関係（役員等の兼任）について申請日時点の状

況について記入してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

なお、該当がない場合は提出不要です。 

(8) 営業所一覧表 

様式第８号のとおりです。ただし、内容が同一であれば様式は問いません。 

市内業者は添付する必要はありません。 

(9) 納税証明書 

ア 国税 

 

支店、営業所等の委

任先で契約する場合 

（使用印鑑届及び委

任状に相当） 

２にのみ必要事項を記入してください。 

市内業者は、営業所長等に代理権を与えることはできません。 

市外業者が、営業所長等に代理権を与える場合に添付してください。 

受任者印（使用印）欄には、受任者（支店長、営業所長等）が見積書や

契約書に押印する印鑑（丸印（「支店長之印や所長之印等の個人を示す

もの」））を押印してください。社印（いわゆる角印）は使用印として

は認められませんので御注意ください。 

委任者印欄には、委任者（代表取締役等）の印を押印してください。 

なお、代理権を与えた営業所に、申請しようとする業種の営業に必要な

許可及び登録がない場合は、委任することができません。 

また、代理権を与えた場合は、建設工事に係る宇部市との契約は、すべ

て当該代理権者が締結することとなります（金額、契約内容、業種等に

よる委任先の変更はできません）。 
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個人にあっては、申告所得税並びに消費税及び地方消費税について、法人にあっては、法

人税並びに消費税及び地方消費税について、滞納がないことを証する納税証明書（申請日前

３か月以内に証明されたもの。写し可）を添付してください。証明書の種類は個人の場合は

「その３の２」、法人の場合は「その３の３」です。ただし、消費税及び地方消費税につい

ては、免税事業者であれば、当該納税証明書を添付する必要はありません。 

なお、税務署あての納税証明書の交付請求は、ｅ-Ｔａｘ（国税電子申告・納税システム

〈http://www.e-tax.nta.go.jp/〉）によるオンライン請求が可能です。詳しくは税務署に

お問い合わせください。 

イ 市税（宇部市） 

すべての税目に滞納がないことを証する納税証明書（申請日前３か月以内に証明されたも

の。写し可）を添付してください。ただし、宇部市内に営業所等がなく、市税の納税義務が

ない者については、市税の納税証明書を添付する必要はありません。 

なお、パソコン又は携帯電話から納税証明書の交付予約をすることができます。詳しくは

宇部市ウェブサイトをご覧ください。 

(10)暴力団排除に関する誓約書 

様式第９号のとおりです。政令第１６７条の４第１項第３号及び宇部市暴力団排除条例（平

成２３年条例第１９号）に係る取組として提出を求めるものです。 

なお、個人にあっては、自宅住所を記入してください。 

(11)測量法第５５条の８第１項の規定に基づく書類の写し 

測量業者は、審査対象となる事業年度の終了日以前２年分を添付してください。 

(12)現況報告書又は財務諸表の写し 

土木関係建設コンサルタント業者、地質調査業者及び補償コンサルタント業者は、審査対象

となる事業年度の終了日以前２年分を添付してください。 

建築関係建設コンサルタント業者又は土木関係建設コンサルタント業者若しくは補償コンサ

ルタント業者で登録業者でない業者は、審査対象となる事業年度の終了日以前２年分の財務諸

表を添付してください。 

(13)建設業労働災害防止協会加入証明書 

様式第１０号のとおりです。建設業労働災害防止協会に加入している者は、加入証明書（申

請日前３か月以内に証明されたもの。写し可）を添付してください。 

市外建設業者は添付する必要はありません。 

(14)工事請負契約書の写し 

宇部市内に主たる営業所を有する建設業者（以下「市内建設業者」といいます。）で、申請

日の属する年度の直前４年度において宇部市が発注した請負金額が５０万円を超え５００万円

未満の工事の実績を有する場合、当該工事のうち申請する業種ごとに１案件の請負契約書の写

しを添付してください。また、写しには、契約書の余白に該当となる業種を記載してください。

施工実績を証する書類になります。 

市内建設業者で申請日の属する年度の直前４年度において宇部市が発注した請負金額が５０

０万円以上の工事の実績を有する場合及び宇部市の工事の実績がない場合（請負金額が５０万

円以下の工事の実績のみの場合を含みます。）、添付する必要はありません。また、市外建設

業者は添付する必要はありません。 

申  請  時  期 実績対象年度 

定 期 令和７年１月１５日から２月１４日まで 令和２年度～令和５年度 

追 加 

令和７年８月１５日から９月１４日まで 
令和３年度～令和６年度 

令和８年１月１５日から２月１４日まで 

令和８年８月１５日から２月１４日まで 令和４年度～令和７年度 

http://www.e-tax.nta.go.jp/
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 (15)舗装施工管理技術者の資格者証等の写し 

舗装工事を申請する者は、申請日時点で在籍する職員のうち、(一社)日本道路建設業協会

（（財）道路保全技術センターより移管）が実施する１級又は２級舗装施工管理技術者資格試

験に合格し、合格通知又は資格者証を有する者について、当該合格通知書又は資格者証の写し

及び当該職員との間に雇用関係を有することを証するものの写しを添付してください。ただし、

同一人が１級及び２級の資格を有している場合は、１級の者のみの分とします。 

なお、該当する技術者がいない場合でも、舗装工事の申請は可能です。 

市外建設業者は添付する必要はありません。 

(16)ＩＳＯ９００１の認証取得を示す登録証の写し 

申請日時点でＩＳＯ９００１の認証を取得している者は、認証取得を示す登録証の写しを添

付してください。 

また、外国語表記の証明書については、日本語訳文を添付してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

なお、ＩＳＯの認証取得状況が、総合評定値通知書の総合評定値に反映されている場合は、

当該ＩＳＯについて、評価項目としての審査及び評価は行いませんので、写しは添付不要です。 

(17)環境マネジメントシステムの認証・登録証の写し 

申請日時点でＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、エコステージ、ＫＥＳ・環境マネジ

メントシステム・スタンダード等の認証・登録を受けている者は、その認証・登録証の写しを

添付してください。 

また、外国語表記の証明書については、日本語訳文を添付してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

なお、ＩＳＯとエコアクション２１の認証取得状況が、総合評定値通知書の総合評定値に反

映されている場合は、当該ＩＳＯとエコアクション２１について、評価項目としての審査及び

評価は行いませんので、写しは添付不要です。 

(18)障害者雇用状況報告書（事業主控）の写し 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第１項の規定に

より１人以上の障害者を雇用する義務がある者は、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規

則（昭和５１年労働省令第３８号）第８条の規定により公共職業安定所長に報告した障害者雇

用状況報告書（事業主控。申請日直前の６月１日現在で報告を行ったもの）の写しを添付して

ください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

(19)一般事業主行動計画策定の届出の写し 

申請日時点で次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１２条第１項又は

第４項の規定により届出を行っている者は、次世代育成支援対策推進法施行規則（平成１５年

厚生労働省令第１２２号）第１条の規定により都道府県労働局長に提出した一般事業主行動計

画策定届（申請日時点で計画期間中であるものに限る。）の写しを添付してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

なお、次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定」「トライくるみん認定」「プラ

チナくるみん認定」の取得状況が、総合評定値通知書の総合評定値に反映されている場合は、

当該くるみん認定について、評価項目としての審査及び評価は行いませんので、添付不要です。 

(20)基準適合一般事業主認定通知書の写し 

申請日時点で、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）

第９条に基づく申請を行い、認定を受けている者（えるぼし認定。以下「えるぼし」という。）

は、その認定通知書の写しを提出してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 
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なお、えるぼしの認定取得状況が、総合評定値通知書の総合評定値に反映されている場合は、

当該えるぼし認定について、評価項目としての審査及び評価は行いませんので、添付不要です。 

(21)ｅＬＴＡＸで提出した給与支払報告書（総括表）又は受付完了通知の写し 

申請日時点で、給与支払報告書をｅＬＴＡＸ（以下「エルタックス」という。）で提出して

いる者は、給与支払報告書(総括表)又は受付完了通知の写しを添付してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

(22)個人住民税の特別徴収に関する書類 

ア 個人住民税の特別徴収を実施している場合 

宇部市が送付した直近の「給与所得等に係る市民税・県民税 特別徴収税額の決定・変更

通知書（以下「特別徴収通知書」といいます。）」の写しを添付してください（特別徴収通

知書が複数枚にわたる場合、１枚目のみ。必要に応じ、氏名等の個人情報に係る部分を黒塗

り等すること。）。なお、様式第１１号の提出は不要です。 

イ 個人住民税の特別徴収の開始を誓約する場合 

様式第１１号のとおりです。宇部市市民税課の確認印を受けた後、提出してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

(23)市政策課題取組調書 

様式第１２号のとおりです。申請日時点で、別に定める市政策課題に寄与する取組を行って

いる場合は、提出してください。また、当該政策課題に係る登録証の写し等、それを証明する

資料がある場合は、添付してください。 

市外業者は添付する必要はありません。 

(24)位置図（メール又は郵送による提出の場合のみ） 

市内の主たる営業所の所在地が確認できる地図を添付してください。 

市外業者で市内に営業所を有しない者は添付する必要はありません。 

 

８ 資格審査結果の通知 

(1) 通知 

資格審査結果通知書は主たる営業所（本社）に電子メールで送付しますが、権限を委任して

いる場合は、受任された営業所等に電子メールで送付します。 

なお、認定された工事種別・業務区分及び等級（土木一式工事および建築一式工事のみ）は、

資格審査結果通知書の送付後に、宇部市ウェブサイトにおいて掲載しますので、確認をお願い

します。 

また、令和７年度及び令和８年度の条件付一般競争入札（工事）及び公募型指名競争入札

（測量、建設コンサルタント等）において、設計図書の閲覧に必要なパスワードは、資格審査

結果通知書に記載します。 

(2) 有効期間 

資格が認定された日から、令和８年度末日までとします。ただし、令和９年度においても、

新たな資格が決定するまでは有効とします。 

  

９ 再申請 

  市内建設業者が、新たに７の(16)から(23)までに該当することとなった場合は、資格の認定の

２年目に再審査をしますので、次のとおり申請してください。 

※７(23)市政策課題は毎年見直しを行う予定にしていますので、ご注意ください。 

 (1) 提出期間 

   令和７年４月１日から令和８年２月１４日まで（土日祝日年末年始を除く。） 

 (2) 提出先 
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   宇部市総務部契約監理課 

 (3) 再申請後の資格認定日 

   令和８年４月１日 

(4) 提出書類等 

     ７の(16)から(23)までのとおり 

 

10 その他 

(1)７添付書類において、「内容が同一であれば様式は問いません。」と記載のない様式につい

ては、必ず宇部市指定の様式により提出してください。 

(2) メールアドレス欄については、スマートフォンのアドレスは記入しないでください。 

(3) 組合の申請に当たっては、当該組合員が確認できる名簿等の資料を添付してください。 

(4) 官公需適格組合の競争入札参加資格審査の申請については、あらかじめ契約監理課と手続方

法について協議してください。 

なお、官公需適格組合については、市内建設業者のみを対象とします。 

 (5) 申請が受け付けられても、必ずしも入札に指名されるとは限りません。 

 (6)原則として、電子入札の登録がない業者の入札参加は認めませんので、未登録の業者は速や

かに登録をお願いします。 
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添付書類一覧表 

番号 
様式 

番号 
様式名又は書類名 

建設業者 
測量、建設コンサ
ルタント等業者 

市内 
業者 

市外 
業者 

市内 
業者 

市外 
業者 

０１  許可（登録）証明書又は許可（登録）

通知書の写し 

○ ○ △ △ 

０２  総合評定値通知書の写し ○ ○   

０３ ３ 使用印鑑届・委任状 ○ ○ ○ ○ 

０４ ４ 

 

法人の場合…登記事項証明書 
（履歴事項全部証明書） 

個人の場合…誓約書 

○ ○ ○ ○ 

０５ ５ 技術者経歴書 ○ ○ ○ ○ 

０６ ６ 建設業従事職員名簿 ○    

０７ ７ 資本関係・人的関係に関する調書 △  △  

０８ ８ 営業所一覧表  ○  ○ 

０９  ア 納税証明書（国税） 

滞納がないことを証する証明 

・法人 その３の３ 

・個人 その３の２ 

イ 納税証明書（市税 宇部市） 

滞納がないことを証する証明 

△ △ △ △ 

１０ ９ 暴力団排除に関する誓約書 ○ ○ ○ ○ 

１１  測量法第５５条の８第１項の規定に基

づく書類の写し 

  ○ ○ 

１２  現況報告書又は財務諸表の写し   ○ ○ 

１３ １０ 建設業労働災害防止協会加入証明書 △    

１４  工事請負契約書の写し △    

 

１５ 

 ・舗装施工管理技術者の資格者証の写
し 
・雇用関係を有することを証するもの
の写し 

△    

１６  ＩＳＯ９００１の認証取得を示す登録

証の写し 

△    

 

１７ 

 環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１

４００１、エコアクション２１等）の

認証・登録証の写し 

△    

１８  障害者雇用状況報告書（事業主控）の

写し 

△    

１９  一般事業主行動計画策定の届出の写し △    

２０  基準適合一般事業主認定通知書の写し △    

２１  エルタックスでの電子申請を証する書
類の写し 

△    

２２ １１ 個人住民税の特別徴収に関する書類 △    

２３ １２ 市政策課題取組調書 △    
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  注１ この表中「○」は必ず提出を要する書類、「△」は該当する場合に提出を要する書類で

す。 

  注２ この表中「様式番号」に記載のある書類については、標準様式を作成しているので、必

要に応じてご活用ください。 

 

 

注３ 郵送等による提出の場合は、下記申請書も提出してください。 

番号 
様式 

番号 
様式名又は書類名 

建設業者 
測量、建設コンサ
ルタント等業者 

市内 
業者 

市外 
業者 

市内 
業者 

市外 
業者 

001 １ 競争入札参加資格審査申請書 ○ ○ ○ ○ 

002 ２ 入札参加資格審査申請総括表 ○ ○ ○ ○ 

２４  位置図 ○ △ ○ △ 

 

 


